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法人事業税等の申告・届出等における押印制度の廃止について 

 

 

令和３年度税制改正等により、令和３年４月１日以後に提出する地方税関係書類における押

印制度が廃止されました。これにより、法人事業税等に係る申告書及び届出書等についても、

押印が不要となります。  

 

 

【押印が不要となった書類】  

 

（府税関係）  

・第６号様式（確定・中間・修正申告書）  

・第６号様式（その２）  

・第６号の３様式（予定申告書）  

・第６号の３様式（その２）  

・第１０号の３様式（更正請求書）  

・第１１号様式（均等割申告書）  

 

（市町村民税関係）  

・第１０号の４様式（更正請求書）  

・第２０号様式（確定・中間・修正申告書）  

・第２０号の３様式（予定申告書）  

・第２２号の３様式（均等割申告書）  

 

（その他届出等）  

・第１３号様式（災害延長承認申請）  

・第１３号の２様式（提出期限の延長処分の届出書・申請書）  

・法人設立・異動等届出書  

・休業届出書  

・申立書  

 

 


